
主 な 事 業 令和 4 年度に実施した事業の一部とその決算額を紹介します。
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会　　　計　　　名 歳 入 （ A ) 歳 出 （ B ) 次 年 度 へ の
繰り越し（C)

実 質 収 支
（ A - B - C ）

一　　般　　会　　計 118 億 3,217 万円 113 億 6,625 万円 3,757 万円 4 億 2,835 万円
特　　別　　会　　計 13 億 9,941 万円 13 億 4,499 万円 ――――― 5,442 万円

国  民  健  康  保  険 5 億 2,353 万円 4 億 8,624 万円 ――――― 3,729 万円
後 期 高 齢 者 医 療 1 億 8,598 万円 1 億 8,285 万円 ――――― 313 万円
介 護 保 険 サ ー ビ ス 678 万円 678 万円 ――――― 0 万円
公 　 共 　 下 　 水 　 道 6 億 7,001 万円 6 億 6,462 万円 ――――― 539 万円
地  方  卸  売  市  場 1,311 万円 450 万円 ――――― 861 万円

全　　　会　　　計 132 億 3,158 万円 127 億 1,124 万円 3,757 万円 4 億 8,277 万円

令和 4 年度

決算報告
　地方自治法第 243 条の 3 第 1 項、倶知安町の「財政事情説明書
の作成及び公表に関する条例」に基づき、令和 4 年度の町財政の
決算をお知らせします。ここで挙げた数字は、一般会計、特別会
計と水道事業会計の令和 4 年度決算額です。各会計の決算額は、
監査委員による関係書類の審査を経て町議会に提出し、9 月定例
町議会で、審議・認定されました。
　また、併せて令和 5 年度予算の上半期（4 － 9 月）の執行状況
をお知らせします。

◇ 一般会計および特別会計　決算額総括表

収益的収支（水道水を各家庭に送るための費用） 資本的収支（施設の建設・改良のための費用）
収入（消費税込み）

区　　分 決 算 額
企 　業　 債 2 億 2,870 万円
補 　助　 金 1,865 万円

工 事 負 担 金 4,427 万円
他会計負担金 3,029 万円
不 　足 　額

（補てん財源）1 億 4,332 万円

計 4 億 6,523 万円

支出（消費税込み）

区　　分 決 算 額
建 設 改 良 費 4 億 3,647 万円
企　 業 　債
償　 還 　金 2,876 万円

計 4 億 6,523 万円

収入（消費税除く）

区　　分 決 算 額
水 道 料 金 2 億 5,739 万円

他会計負担金 22 万円
そ の 他 収 益 5,510 万円

計（ a ） 3 億 1,271 万円

※人件費は非常勤職員分除く

支出（消費税除く）

区　　分 決 算 額
人　件　費※ 5,953 万円
減 価 償 却 費 1 億 2,955 万円
維 持 管 理 費 4,597 万円
支 払 利 息 569 万円
そ 　の　 他 5,618 万円

計（ b ） 2 億 9,692 万円

経常利益 (a-b) 1,579 万円

◇ 水道事業会計　決算額総括表

● 誰もが長く働き続けるまちにする
事業者支援経済対策事業 3 億 8,532 万円
農業振興事業補助 1,425 万円

● 安心して子育て子育ちができるまちにする
子ども・子育て施設型給付 3 億 3,104 万円
放課後児童クラブ運営事業 2,837 万円 🅐
保育人材確保一時金給付事業 615 万円

● 新幹線と高速道路によって人と地域がつながるまちにする

西 3 丁目南通・第 1 倶登山橋整備事業 6,435 万円
北海道新幹線推進事業 2,799 万円 🅒

● 健康で笑顔があふれるまちにする
倶知安厚生病院第 2 期整備費用負担金 3 億 2,937 万円
スキーの町宣言 50 周年事業 1,349 万円 🅑

● 帰ってきたくなる故郷 ( まち ) にする
景観計画策定推進事業 555 万円

● 交流エリアとしての質を高める
ニセコひらふ安全センター運営事業 224 万円

●🅑

※金額は万単位で記載するため四捨五入・切り捨て・切り上げをしています

※詳細な数値は町水道課にて決算書をご覧いただけます

● 住みたくなる都市 ( まち ) にする
北 7 条西通の道路拡幅事業 1 億 8,549 万円

● 交流タウンとしての魅力を高める
ニセコひらふ地区シンボルゲート形成事業 1,034 万円
新幹線駅舎デザイン・新駅周辺施設の
あり方検討業務 774 万円

● 交流タウンとして多文化共生を実現する
倶知安町日本語教室実施事業 409 万円

●🅒
●🅐 



人件費（14.8％）
16 億 7,800 万円

物件費（20.8％）
23 億 6,458 万円

維持補修費（5.9％）
6億 6,977 万円

扶助費（10.2％）
11 億 5,877 万円

補助費等（12.3％）　
13 億 9,788 万円

普通建設事業費・
災害復旧費（12.4％）
14 億 460 万円

公債費（7.3％）
8億 3,036 円

繰出金（6.6％）
7億 5,042 万円

投資および出資金・
貸付金（0.1％）
1,500 万円

積立金（9.6％）
10 億 9,687 万円

前年度より
4,433 万円減少

歳出総額（性質別）

113 億 6,625 万円
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一般会計の一般会計の
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■■　　国保税
■■　　町　税

◇ 町税の内訳 ◇ 町税と国保税の収納率の推移

◇ 一般会計決算額と
　地方交付税の推移　

　 歳 入 総 額 は 前 年 度 と 比 べ 約 0.1 ％、
1,400 万円の増となりました。
　歳入の主要な柱となる「町税」は、新
型コロナウイルス感染症の影響による
減収からの回復により、町民税と宿泊税
が増加となりました。また、新型コロナ
ウイルス感染症による減免の適用がな
くなったため、固定資産税も増加とな
り、6 億 1,290 万円の増加となりました。
　町税と並んで大きな割合を占める地
方交付税については、町税の伸びと反比
例する形で、1 億 5,600 万円減少してい
ます。
　新型コロナウイルス感染症関連の国
庫支出金や、新庁舎建設事業が前年度で
終了したことから、町債が減少しました。
　また、町税の収納率は前年度からほぼ
横ばいで、国保税はここ数年と変わらず
上昇傾向にあります。
　引き続き、限られた財源を有効に配分
しながら健全な財政運営を取り進めて
まいります。

令和 4 年度 決　算　額 構成比 対前年度増減
固 定 資 産 税 20 億 1,670 万円 54.2％ 3 億 7,327 万円
町 民 税 10 億 9,797 万円 29.5％ 2,106 万円
宿 泊 税 2 億 4,370 万円 6.6％ 1 億 7,635 万円
町 た ば こ 税 1 億 8,558 万円 5.0％ 1,258 万円
都 市 計 画 税 9,351 万円 2.5％ 848 万円
軽 自 動 車 税 4,531 万円 1.2％ 211 万円
入 湯 税 3,622 万円 1.0％ 1,901 万円
合 計 37 億 1,899 万円 ―― 6 億 1,286 万円

固定資産税・宿泊税の増加で
町税の歳入は前年の約 20％増
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24

総務費

193,236 円
民生費 土木費 衛生費

146,681 円 129,212 円 87,769 円
教育費 公債費 消防費

74,409 円 55,468 円 27,241 円
農林水産業費 商工費 その他

議会費
労働費

19,636 円 17,856 円 7,758 円
※令和 5 年 3 月末現在の人口 1 万 4,970 人から算出

　 歳 出 総 額 は 前 年 度 に 比 べ 約 0.4 ％、
4,400 万円の減となりました。
　消費的経費は、4 億 680 万円の増と
なりました。内訳としては、ふるさと
納税業務委託事業や塵

じんかい

芥収集業務委託
事業などの増加および原油価格・物価
高騰の影響により物件費が 5 億 3,000
万円、除排雪経費の増加により維持補
修費が 7,600 万円増加しました。一方、
新型コロナウイルス感染症関連の事業
費 が 減 少 し た た め、 扶 助 費 は 2 億 9，
770 万円の減少となりました。
　投資的経費は、ノースパークタウン
長寿命化等改善事業や北海道新幹線建
設費負担事業などを行いましたが、新
庁舎建設事業が令和 3 年度で終了した
ため、8 億 1，260 万円の減となりました。
　また積立金では、ふるさと応援基金、
宿泊税基金、財政健全化基金などに積
み 立 て を 行 い、 全 体 と し て は 3 億 7，
440 万円の増となりました。
　今後も事務事業の見直しも含め、効
率的・効果的な財政運営に努めます。

町民一人当たりに使われたお金
75 万 9,266 円 　

（前年度より 2 万 8,866 円減少）

庁舎建設事業が終了し、コロナ
関連事業も落ち着きほぼ横ばい

自主財源 ＝  町が自主的に徴収する財源

依存財源 ＝  国や道から交付される財源

※円グラフの（　）内の数字は構成比

※円グラフの（　）内の数字は構成比

※円グラフの（　）内の数字は構成比

町税（31.4％）
37 億 1,899 万円

諸収入（2.8％）
3億 3,600 万円

分担金および
負担金（0.5％）
5,711 万円

使用料および
手数料（1.5％）
1億 8,331 万円

繰越金（3.5％）
4億 765 万円

その他（5.6％）
6億 6,182 万円

地方交付税（17.6％）
20 億 8,580 万円

地方譲与税（0.9％）
1億752万円

国庫支出金（11.4％）
13 億 5,110 万円

道支出金（4.0％）
4億 7,612 万円

町債（6.1％）
7億 2,178 万円

その他の交付金など（4.4％）
5億 114 万円

歳入総額
 118 億 3,217 万円

前年度より
1,394 万円増加

令和 4 年度

決算報告

入出 歳歳

消費的経費

投資的経費
支出の効果が資本形成に向けられ、道路や施設な
ど将来残るものに支出される経費

支出の効果が単年度、極めて短期間で終わるもの
で投資的経費以外の経費

その他経費
消費的経費、投資的経費にあたらない経費

　72 億 6,900 万円

　14 億 460 万円

　26 億 9,265 万円

衛生費（11.6％）
13 億 1,390 万円

土木費（17.0％）
19 億 3,431 万円

農林水産業費（2.6％）
2億 9,395 万円

消防費（3.6％）
4億 780 万円

議会費（0.8％）　
8,943 万円

総務費（25.5％）
28 億 9,275 円

労働費（0.2％）
2,671 万円

公債費（7.3％）
8億 3,036 万円

教育費（9.8％）
11 億 1,391 万円

商工費（2.3％）
2億 6,731 万円

民生費（19.3％）
21 億 9,582 万円

歳出総額（目的別）

113 億 6,625 万円

■■　　一般会計決算額（歳出）

そ　の　他

町　　　税

普通交付税

特別交付税

歳入

H26 27 28 29 30 R1 2 543
5.14.6 4.4 4.3 4.1 4.1 3.9 3.9

17.321.4 20.8 19.9 18.4 16.6 16.3 15.4

31.121.4 22.9 23.7 26.8 26.7 31.2 32.3

64.732.2 32.1 48.2 41.4 33.7 48.6 80.1

113.7

76.1 77.4

93.0
90.6

78.3

96.6

129.1

114.1
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0

（億円）

（年度）

※ H26 ～ R4 年度は決算額
　 R5 年度は当初予算額

100

寄付金（10.3％）
12 億 2,383 万円

5.2
12.5

38.3

96.8

152.8

92.2

98.3

120

5.4
15.4

37.2

60.3
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データから見る

※令和 5 年 3 月末現在の 1 万 4,970 人から算出

■■　　水道会計

◇ 町債（借金）残高の推移

100

80

60

40

20

（億円）

0
5H26 27 28 29 30 R1 2 3 4 （年度）

9.45.4 5.4 4.6 3.8 3.0 3.6 5.6 6.5 8.5

26.8

40.1 40.0 38.0 36.8 33.7 31.8 30.0 28.4 26.2

109.2

72.7 72.3
80.3

108.7

87.5 86.0
90.3

106.4 109.3

※ H26 ～ R4 年度は決算額、R5 年度は当初予算額（見込み）
　 H26 ～ R4 年度は「臨時財政対策債」を含む

■■　　一般会計

■■　　下水道会計

■実質赤字比率　　　　　　   早期健全化基準              財政再生基準 
一般会計などの赤字の程度を指標化し、財
政運営の深刻度を示すものです

14.73
%  注意エリア 20%   危険エリア

■連結実質赤字比率 すべての会計の赤字や黒字を合算し、町全
体としての赤字の程度を指標化し、財政運
営の深刻度を示すものです

19.73
％  注意エリア 30％  危険エリア

■実質公債費比率
借入金の返済額などの大きさを指標化し、
資金繰りの危険度を示すものです                      25%  注意エリア 35%   危険エリア

■将来負担比率 借入金など、将来支払っていく可能性のあ
る負担の大きさを現時点で指標化し、将来
財政運営を圧迫する可能性が高いかどうか
を示すものです

350%                     注意エリア

■資金不足比率                             経営健全化基準 公営企業として実施している事業ごとの資
金不足額を指標化し、経営状況の深刻度を
示すものです

20%                       注意エリア

財政健全 財政悪化

前年度 7.3％

前年度 95.1％

倶知安町
8.0％

倶知安町
90.1％

　令和 4 年度決算を基に「地方公共団
体の財政の健全化に関する法律」の規
定による財政の健全化判断比率を算定
した結果、当町の財政状況はいずれの
指標においても健全であるという結果
が出ました。

　令和 4 年度は、各種事業にふるさと応援基金（貯
金）を活用した他、宿泊税基金に 2 億円を積み立
てしました。
　町債（借金）とは、町が大きな事業を実施する
にあたり借り入れるお金のことで、令和 4 年度は
倶知安厚生病院第２期整備費負担事業に 2 億 4,700
万円、ノースパークタウン長寿命化等改善事業に
8,160 万円、北７条通街路事業に 7,030 万円を借り
入れた他、道路橋りょう整備事業、学校の改修事業
などの財源として借り入れを行いました。（総額で
7 億 2,180 万円の新規借り入れ）
　また、歳出の公債費によりこれまでの町債の元金
償還を進めています。

借金　95 万 7,401 円貯金　18 万 9,772 円

令和 4 年度末残高 対前年度増減
臨時財政対策債 29 億 7,973 万円 ▲ 2 億 1,559 万円

公共下水道 26 億 1,520 万円 ▲ 2 億 2,223 万円
道路・公園 11 億 2,314 万円 8,384 万円

公営住宅 9 億 6,540 万円 ▲ 6,285 万円
児童福祉施設 9 億 4,930 万円 ▲ 6,704 万円

上水道 8 億 5,060 万円 1 億 9,994 万円
地産地消食育推進施設
（学校給食センター） 7 億 2,667 万円 ▲ 5,853 万円

小・中学校 3 億 1,119 万円 ▲ 530 万円
衛生 3 億 1,050 万円 2 億 7,490 万円

農業・林業 1 億 7,247 万円 ▲ 323 万円
その他 33 億 2,809 万円 ▲ 1,034 万円

計 143 億 3,229 万円 ▲ 8643 万円

◇ 町債（借金）残高の内訳

前年度 0％

前年度 0％

前年度 0％

倶知安町
0％

倶知安町
0％

倶知安町
0％

土地　1,672 万 6,172㎡
公用・公共用地　23％
山林・原野など　77％

（対前年度　3 万 9,269㎡増）

建物　12 万 8,091㎡

庁舎・公営住宅など 174 棟

（対前年度　207㎡減）

基金（貯金）　
28 億 4,088 万円

（対前年度　5 億 2,862 万円増）
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事　　業　　名 金　　額
・倶知安厚生病院第２期整備費負担事業 47,100,000 円 🅐
・保育人材確保事業

統合保育所運営事業 22,000,000 円 🅑

・じゃがりん号運行事業 20,500,000 円
・資源回収業務委託事業

（紙・プラ製容器包装） 10,600,000 円

・観光事業（観光協会補助金、ニセコ
観光圏負担金は除く） 9,400,000 円

・高齢者・障がい者世帯
訪問除雪業務委託事業 8,900,000 円

・旭ケ丘スキー場運営事業 7,300,000 円
・予防接種事業 7,200,000 円
・新幹線倶知安駅前広場基本設計業務
・委託事業

北海道新幹線倶知安駅新駅周辺施設
のあり方検討業務委託事業

6,700,000 円 🅒

・文化振興事業（太鼓整備他） 3,500,000 円
・保育士等奨学金返還支援事業 1,500,000 円

合計 144,700,000 円

積　立　先 件　数 金　　額

ふるさと応援基金 42,587 件 485,443,282 円

教育振興基金 3,359 件 40,756,472 円

45,946 件 526,199,754 円

会　　　計　　　名 予 算 額（ A ) 収入済額（ B ) 執行率
B / A 支出済額（ C ) 執行率

C / A
一　　　般　　　会　　　計 157 億 6,963 万円 87 億 1,731 万円 55.3％ 71 億 5,568 万円 45.4％

特

別

会

計

国  民  健  康  保  険  事  業 4 億 9,425 万円 2 億 8,257 万円 57.2％ 2 億 6,514 万円 53.6％
後 期 高 齢 者 医 療 事 業 1 億 9,162 万円 8,667 万円 45.2％ 6,591 万円 34.4％
介 護 保 険 サ ー ビ ス 事 業 804 万円 261 万円 32.5％ 208 万円 25.9％
公  共  下  水  道  事  業 7 億 6,041 万円 3 億 5,369 万円 46.5％ 2 億 4,662 万円 32.4％
地  方  卸  売  市  場  事  業 1,049 万円 1,094 万円 104.3％ 286 万円 27.3％
公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 ――――― ――――― ―― ――――― ――

水
道
事
業

資 本 的
収　入 11 億 7,434 万円 2 億 5,700 万円 21.9％ ――――― ――
支　出 13 億 6,018 万円 ――――― ―― 4 億 3,675 万円 32.1％

収 益 的
収　入 3 億 5,835 万円 1 億 7,709 万円 49.4％ ――――― ――
支　出 3 億 2,759 万円 ――――― ―― 6,289 万円 19.2％

会　　　計　　　名 繰越予算額（ A ) 収入済額（ B ) 執行率
B / A 支出済額（ C ) 執行率

C / A
一 般 会 計 3 億 5,460 万円 5,174 万円 14.6％ 7,517 万円 21.2％

◇ 予算執行状況 ( 上半期 4 － 9 月 )　

◇ 令和 4 年度からの繰越事業執行状況 ( 上半期 4 － 9 月 )

　ふるさと応援寄附金は、まちづくりを応援しよ
うとする人から寄附金を募り、これを財源として
各種事業を実施することを目的に平成 20 年度に創
設されました。いただいた寄附金は一度基金とし
て積み立て、その後さまざまな事業に有効活用し
ます。

令和 5 年度予算執行状況

令和 4 年度

決算報告

町民一人当たりの

金貯 と 借

附

財 金

金寄

政

ふるさと応援

●🅐 

これまでいただいた寄附金のうち 1 億 4,470 万円を令和 4 年度の
さまざまな事業に有効活用させていただきました。

●🅑

●🅒



◇ 手当制度
内　　　　　　　　　容 支 給 額

扶

養

○扶養親族のある職員に対して
　・配偶者：月額 6,500 円
　・子　　：月額 10,000 円／ 1 人
　・その他：月額 6,500 円／ 1 人
　・特定扶養：満 15 ～満 22 歳の扶養親族がある場合は
　　　　　　　5,000 円加算

1,388 万円

住

居

○住宅などを借り受け、月額 12,000 円を超える家賃な
　どを支払っている職員に対して
　・借家など：家賃月額 2 分の 1（上限 27,000 円）

2,276 万円

時
間
外
勤
務

○正規の勤務時間を超えて勤務することを命じられた
　職員に対して
　【勤務日】（原則 1 日 3 時間以内）
　・勤務 1 時間当たり給与額× 1.25
　【週休日】（原則代休振り替え）
　・勤務 1 時間当たり給与額× 1.35

4,813 万円休
日
勤
務

○祝日、年末年始の休日などに勤務することを命じられ
　た職員に対して（原則代休振り替え）
　・勤務 1 時間当たり給与額× 1.35

夜
間
勤
務

○正規の勤務時間として 22 ～ 5 時の間に勤務する職員
　に対して
　・勤務 1 時間当たり給与額× 0.25

期

末

○ 6 月 1 日、12 月 1 日に在籍する職員に対して
　・ 6 月期：基礎額× 1.2 カ月分
　・12 月期：基礎額× 1.2 カ月分
　　　　　　　（役職加算 6 級 15％、5・4 級 10％、3 級 5％）

1 億
3,371 万円

勤

勉

○ 6 月 1 日、12 月 1 日に在籍する職員に対して

　・ 6 月期：基礎額× 0.95 カ月分
　・12 月期：基礎額× 1.05 カ月分

1 億
428 万円

内　　　　　　　　　容 支 給 額
寒

冷

地

○ 11 月から翌年 3 月の各月初日に在勤する職員に対して
　・世帯主（扶養親族あり）　月額 26,380 円
　・世帯主（扶養親族なし）　月額 14,580 円
　・非世帯主　　　　　　　  月額 10,340 円

1,593 万円

管
理
職

○管理、監督の地位にある職員（主幹職以上）に対して
　・給料月額×課長職 8％、主幹職 6％ 1,253 万円

管理
職員
特別
勤務

○管理職員が臨時、緊急の必要、その他の公務の運営の
　必要により、週休日か祝日、年末年始の休日などに勤
　務した場合
　・課長職：1 回 8,000 円
　・主幹職：1 回 6,000 円

45 万円

特

殊

勤

務

○著しく危険、不快、不健康、困難な勤務、その他著し
　く特殊な勤務に従事し、給与上特別の考慮を必要とす
　る職員に対して
　・税務手当（もっぱら町税の徴収事務に従事する職員）：月額 5,000 円
　・上記職員以外で町税の徴収などの事務に従事した
　　職員：日額 500 円
　・感染症防疫業務手当：日額 500 円
　・野犬捕獲業務手当：日額 500 円
　・行旅病人取扱手当：1 件 500 円
　・行旅死亡人収容手当：１件 1,000 円
　・火葬業務手当：日額 1,000 円
　・家畜防疫業務手当：日額 500 円
　・徴収手当（水道料金など）：日額 500 円
　・停水処分手当：日額 800 円
　・緊急出動手当：1 回 600 ～ 800 円

28 万円

通

勤

○通勤距離が片道 2㌔以上の職員に対して
　・交通機関を利用している場合：運賃などの相当額
　・自動車などを使用している場合：2,000 ～ 31,600 円

82 万円

（勤務に従事した時間が 6 時間
を超える場合は 100 分の 150 を
乗じて得た額）

－8－

　「倶知安町人事行政の運営等の状況の公表に関する条
例」に基づき、町職員の前年度（令和 4 年度）の給与、
勤務条件などの状況についてお知らせします。

◇ 人件費の状況
歳 出 総 額

（ A ）
人　件　費

（ B ） 前年度比 人件費率
（ B/A ）

113 億 6,625 万円 16 億 7,800 万円
（共済費負担など含む）

+3,838 万円
（2.34％増） 14.8％

◇ 職員人件費
職員数 職　　員　　給　　与　　費 1 人当たり

給　与　費総数 退職 採用 給　　料 期末勤勉手当 その他手当 計
一般行政職 171 人 6 人 10 人 6 億 153 万円 2 億 2,243 万円 1 億 1,091 万円 9 億 3,486 万円 519 万円

技能労務職 6 人 1 人 1 人 2,036 万円 725 万円 358 万円 3,119 万円 520 万円

計 177 人 7 人 11 人 6 億 2,189 万円 2 億 2,968 万円 1 億 1,449 万円 9 億 6,605 万円 ――

◇ 給料・年齢（令和 4 年 4 月 1 日現在）

◇ 特別職・町議会議員の給料・報酬（月額）

三　　　　　　　役 議　　　　　　　員
町　　長 副 町 長 教 育 長 議　　長 副 議 長 議　　員

給料・報酬 700,000 円 600,000 円 550,000 円 268,000 円 218,000 円 179,000 円

期末手当 6 月期：2.15 月　12 月期：2.15 月
役職加算 15％

6 月期：2.10 月　12 月期：2.30 月
役職加算 15％

一般行政職

28 万 5,924 円
38.5 歳

人件費

歳出総額 113 億 6,625 万円のうち

16 億 7,800 万円
技能労務職

29 万 284 円
45.3 歳

　一般行政職の初任給は、大学卒
18 万 5,200 円、高校卒 15 万 4,600
円としており 2 年後の給料はそれ
ぞれ 19 万 6,900 円、16 万 2,900 円
としています。これらは国家公務
員と同額です。
　また、大学卒の給料は経験 20 年
で 33 万 6,275 円、経験 25 年で 37
万 2,000 円、経験 30 年で 40 万 2,900
円とし、高校卒の給料は経験 25 年
で 34 万 6,700 円としています。

（令和 4 年 4 月 1 日現在）

（平均） （平均）

◇ 勤務する曜日、1 日の勤務時間
　町職員は毎週月～金
曜日（国民の祝日に関
す る 法 律 で 定 め た 休
日、12 月 31 日 ～ 1 月
5 日を除く）を勤務日
としています。
※勤務時間は 8 時 45 分～ 17 時 30 分（うち休憩時間 12 ～ 13 時）

休
憩
時
間

勤務時間 勤　務　時　間

13:00 17:30

8:45 12:00 　休暇は年次有給（年
間 20 日、繰り越しを含
めると最大 40 日）、産
前・産後、介護、育児、
ボランティアなど 22 種
類あります。

◇ 職員の分限、懲戒処分

処分内容 処分者 処　分　理　由

降　任 0 人

免　職 0 人

休　職 0 人

分限処分者（本人に不利益が生じる処分）

処分内容 処分者 処　分　理　由
免　職 0 人
停　職 0 人
減　給 0 人
戒　告 0 人

懲戒処分

◇ 職員の服務
許可件数

営利企業等
従 事 許 可

営利を目的とする私企業・
団体の役員、その他の地
域を兼ねる

0 件

自ら営利を目的とする私
企業を営む 0 件

報酬を得る事業・事務 3 件

◇ 級別職員数（一般行政職等、令和 4 年 4 月 1 日現在）

1 級　定型的な業務を行う職務
2 級　高度な知識、経験を必要とする業務を行う職務
3 級　①係長、主査の職務
            ②困難な業務を処理する主任の職務
            ③特に高度な知識、経験を必要とする業務を行う職務
4 級　特に困難な業務を処理する係長、主査の職務
5 級　主幹職の職務
6 級　課長職の職務

◇ 職員の福祉厚生

団 体 名 概 要 公 的 負 担

北海道市町村職員共済組合
　組合員である職員の掛金と使用者である自治体の負担金を財源として、組合員およびそ
の家族の生活の安定と福祉の向上に寄与するとともに、公務の能率的運営に資することを
目的としています。

1 億 9,591 万円

北海道市町村職員福祉協会 　会員（職員）と家族の福祉の増進と生活安定のため、また共済組合の事業を補完するさ
まざまな事業を行っています。 44 万円

公費負担額＝ 317 万円（令和 4 年度実績）

○健康管理事業

種　　　　　類 受 診 者 受 診 率
総　合　健　診 104 人 96.3％
ミニドック健診 70 人 100.0％

その他の項目を含め、「人事行政の運営などの状況」については町公式 WEB サイトでも公表しています
      http://www.town.kutchan.hokkaido.jp/town_administration/jinji_syokuin/jinji_joukyou/

－9－

1 級

32 人

2 級

23 人

3 級

46 人

4 級

36 人

5 級

24 人

6 級

16 人

一般行政職等
177 人

22.2％

職員の年次有給休暇取得率

平均取得日数　8.6 日／人

（前年度 20.5％）

URL

※令和 4 年 1 月 1 日～
　令和 4 年 12 月 31 日

※職員総数は令和 4 年 4 月 1 日現在の人数、退職・採用数は令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日の期間に
　退職・採用した人数、職員給与費は令和 4 年度決算額

※令和 4 年度決算額、特別職を含む
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